
　　　　　　　　　　　　平成２６年行政事業レビューシート （　内閣府　）

・ユーザーニーズ調査については、国内の関係府省・民
間事業者等合せて３８程度、欧米諸国等１０カ国程度を調
査する。技術シーズ調査については、国内外の関係機
関・民間事業者等合せて１７程度を調査する。

-

- - - 65程度

- - -

単位 23年度 24年度 25年度 26年度活動見込

-

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

25年度
目標値

（　　年度）

以下の目標に対し、数値化することは困難であるため、定
量的な成果目標を設定することができない。
（定性的な成果目標）防災等のためのリモートセンシング
衛星の複数機の一体的な整備・運用に関し、関係行政機
関や民間事業者等のユーザーニーズ等を満たす衛星シ
ステムの具体的仕様を検討する。

成果実績 - - -

達成度

成果指標

％ - -

目標値 - -

執行額

単位 23年度 24年度

執行率（％） - - -

- - 250 100

- - -

予備費等 - - - -

翌年度へ繰越し - -

27年度要求

予算
の状
況

当初予算 - - - 250 100

補正予算 -

予算額・
執行額

（単位:百万円）

23年度 24年度 25年度 26年度

- - -

計

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

防災等のためのリモートセンシング衛星の複数機の一体的な整備・運用に関し、関係行政機関や民間事業者等のユーザーニーズ
の抽出及びそれを満たす衛星システムの具体的仕様を検討するための調査

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

防災等のためのリモートセンシング衛星の複数機の一体的な整備・運用に関し、行政関係機関や民間事業者等のユーザーニーズ
の抽出、関係行政機関や民間事業者等のユーザーニーズを満たすための研究開発機関、産業部門の適切な役割分担、及びこれら
を満たす衛星システムの具体的仕様を検討するための調査を実施する。また、衛星システム整備の費用対効果の検討、官民の費
用分担、民間ニーズがあるならば民間資金の活用の検討も含めた調査も実施する。
また、リモートセンシング衛星分野を主として、中長期的に研究開発、産業、ユーザーニーズが効率的にサイクルし、我が国の衛星
分野全体として最適化するための対応施策等について調査を実施する。

実施方法 □直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

会計区分 一般会計 政策・施策名
施策名：３４ 広域災害監視衛星ネットワーク関係調査事

業（政策１０－施策③）

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

宇宙基本法
地理空間情報活用推進基本法

（第三条、第二十条、第二十一条）

関係する計画、
通知等

宇宙基本計画・日本再興戦略

内閣府 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

事業開始・終了年度　平成26年度 担当課室 宇宙戦略室 参事官　前原　正臣

事業名

事業番号 新26-0005

広域災害監視衛星ネットワーク関係調査事業 担当部局庁

-

前年度から繰越し - - - -

-

-

-

-

- -

-

-

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

- -

活動実績

当初見込み

-

-

-

当初見込み - - -

- -

・ユーザーニーズ調査等の結果を踏まえ、シミュレーショ
ンモデルを利用した試行錯誤を繰り返しながら、要件を満
たす衛星システム等を検討していくことから、予め定量的
な成果目標を設定することができない。
（定性的な成果目標）ユーザーニーズ等を踏まえた性能
要求検討に基づき、要件を満たす衛星システム、及び当
該衛星システムによる性能要求の技術的実現可能性を
複数パターン検討する。

活動実績 - - -

- 1

・ワークショップ１回開催。

活動実績 - - - -

当初見込み -



平成２６年度の検討調査等においては、想定利用分野が非常に多岐に亘ることから、
各利用分野の代表的機関等へのアンケート調査等の結果を踏まえたシミューレーショ
ン等を通じ、膨大な選択肢の中から優先度の高いと考えられる複数種類の衛星システ
ム案を把握するにとどまる見込み。このため、平成２７年度概算要求事業では、前述し
た平成２６年度の調査結果から得た複数種類の衛星システム案について、関係する利
用分野における需給両面の利害関係者の幅広い参加を得て、現場の声を踏まえたシュ
ミレーションを実施する等、更に詳細かつ具体的な検証を行うことから、平成２６年度予
算額より減少となる。

計 250 100

平
成
2
6
・
2
7
年
度
予
算
内
訳

（
単

位
：
百
万
円

）

費　目 26年度当初予算 27年度要求 主な増減理由

宇宙開発利用推進調査委託費 250 100

単位当たり
コスト --

　　/

÷

- --

単位 23年度

-

26年度見込24年度 25年度

-

計算式

単位当たり
コスト

算出根拠

-



費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 -

入札に応じる事業者が少ないことが予想される（関連する市場が大きくはないものと思われる）ので、入札の実効化を目指し、事業内容を具体化する等、入札条
件を精査することが望ましい。

評　価項　　目

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検・改善

平成23年

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-単位当たりコストの水準は妥当か。

- -

行政事業レビュー推進チームの所見

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業となっ
ているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

-

-

平成25年平成24年

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

昨年の「秋のレビュー」において、
『５年間で５００億円の多額の税金を利用する投資であるにもかかわらず、概算要求後、安全保障という目的を外すなどそもそも目的がぶれており、本来検討し
なければならない「ユーザーニーズ」や「費用対効果」も十分に検討されておらず、関係省庁との調整も十分に行われていないと判断せざるを得ない。また、官
民の役割分担も不明確であり、民間のニーズの把握も欠如していると判断されるが、仮に民間ニーズがあるのであれば、民間資金の活用を視野に入れるべき
ではないか。このような状況の中では予算化の必要性は見出せないのではないか』
と指摘を受けたところ。
この指摘を踏まえ、本事業においては、安全保障分野を含む関係行政機関並びに民間事業者等へのユーザーニーズ調査の実施、関係行政機関や民間事業
者等のユーザーニーズを満たすための研究開発機関、産業分野の適切な役割分担、及びこれらを満たす衛星システムの具体的仕様及び費用対効果等を調査
する 。

事業の適切な進捗管理、契約における競争性の確保などにより、予算の効率的執行に留意すべき。

－

我が国としてリモートセンシング衛星の効率的かつ効果的
な開発利用を進めるため調査であることから、地方自治
体及び民間等ではなく、国が主体的に実施する。

-
所管府省・部局名

-

現
状
通
り

点
検
・
改
善
結
果

点検結果

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的あ
るいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

調査内容が広範囲にわたることから、受託業者に任せきりにするのではなく、関係行政機関のニーズを調査することなど関係行政機関で協力
できることは協力し、我が国としてのリモートセンシング衛星の効率的かつ効果的な開発利用方針が導き出せるよう、適切な執行を行う。

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

-

備考

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名

外部有識者の所見

改善の
方向性

－

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

-

重
複
排
除

○

○

-

-

-

-

評価に関する説明



※平成25年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

内閣府宇宙戦略室
,

２５０百万円

【公募等：委託】

民間事業者等

２５０百万円




